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１ 設 置 

（1） 兵庫県立身体障害者更生相談所の役割 

   身体障害者の更生援護の利便のため、及び市町の援護の適切な実施を支援するための専門機関 
として設置している。（身体障害者福祉法第11条） 

（2） 設置年月日 

昭和27年11月21日（兵庫県規則第77号） 
（3） 設置場所 

神戸市西区曙町1070（兵庫県立総合リハビリテーションセンター内） 
（4） 建物の規模、構造 

鉄筋コンクリート造３階建の１・２階部分 延面積319.0㎡ 
 

２ 沿  革 
昭和27年11月21日 身体障害者福祉法（昭24.12.26法律第283号）第11条及び兵庫県身体障

害者更生相談所規則（昭27.11.21兵庫県規則第77号）に基づき、神戸市生

田区楠町７丁目の兵庫県立中央児童相談所内に「兵庫県身体障害者更生相

談所」（以下、本項で「相談所」という。）を設置する。 

昭和32年10月１日 相談所を神戸市須磨区上手崎町３丁目１番地に移転する。 

昭和32年12月１日 

 

地方自治法(昭22.4.17法律第67号)の一部改正（昭31.9.1法律第147号）

により、神戸市身体障害者更生相談所(現在地：神戸市兵庫区水木通２－

１－10)が設置され、神戸市の区域が相談所の所管区域から除外される。 

昭和41年６月１日 相談所の所在地「上手崎町」が「行平町」に地名変更される。 

昭和45年４月１日 

 

相談所を神戸市垂水区玉津町吉田1070番地の「玉津福祉センター」内に

移転する。 

昭和51年７月21日 相談所の所在地「玉津町吉田」が「曙町」に地名変更される。 

昭和52年７月１日 「玉津福祉センター内」に「能力開発センター」が開設され、相談所を

同開発センター内の建物に移転する。 

昭和57年８月１日 神戸市の分区により、所在地「垂水区」が「西区」に地名変更される。 

昭和62年３月31日 

 

平成４年４月１日 

 

平成26年４月１日 

 

 

 

平成30年４月１日 

 

平成30年11月 

 

 

令和４年４月 

 

 

相談所を「兵庫県立身体障害者更生相談所」と改称する（行政組織規則

改正規則第44号）。 

「玉津福祉センター」を「兵庫県立総合リハビリテーションセンター」

に改称する。 

県内の身体障害者手帳の交付事務（神戸市、姫路市、尼崎市及び西宮市

の各市内居住者を除く。）が、各健康福祉事務所から兵庫県立身体障害者

更生相談所に移管される。  

 

 明石市の身体障害者手帳の交付事務が市に移譲される。  

 

兵庫医科大学に適合判定等のブランチ機能を設置。(｢電動車いす｣及び 

｢座位保持装置｣の再支給に限定 

 

 県立障害児者リハビリテーションセンター(愛称:あまリハ)において兵

庫医科大学と同様のブランチ機能を設置 
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３ 職員配置状況 

                                （令和４年４月１日 現在） 

職 名 
人 員（人） 

備    考 
専任 兼務等 計 

正

規 

職

員 

 

所 長 １ ０ １ 事務 

医療参事 １ ０ １ 医師（整形外科） 

副所長兼事業課長 １ ０ １ 事務 

課長補佐 ７ ０ ７ 
事務６ 

技術（理学療法士） 

主 任 ２ ０ ２ 事務２（再任用１含む） 

（正規職員 計） 12 ０ 12  

 

会

計

年

度

任

用

職

員 

 

相談判定員 ２ ０ ２ 看護師、心理士 

医療参事 ０ １ １ 医師（整形外科）  ＊嘱託医師兼務 

嘱託医師 ０ ５ ５ 
整形外科３、循環器科１、 

耳鼻咽喉科１ 

聴能検査事務員 ０ １ １ 臨床補聴器技能士 

補装具判定員 １ ０ １ 看護師 

県政推進員 １ ０ １ 事務 

（会計年度任用職員 計） ４ ７ 11  

合 計 16 ７ 23  
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４ 業務内容 

県立身体障害者更生相談所は、概ね次の業務を行っている。 
 
(1)  身体障害者手帳の審査・交付（身体障害者福祉法第15条） 

   身体障害者手帳の交付を希望する者から居住地の市町を通じて提出された申請書類について、   

指定医師の診断書・意見書を踏まえて審査を行い、身体障害を認定したものに手帳を交付する。 

（神戸市、姫路市、尼崎市、西宮市及び明石市の居住者を除く。） 

なお、審査において、特に専門的判断を必要とする場合または身体障害に該当しないため却下  

る場合は、兵庫県社会福祉審議会（身体障害者福祉専門分科会  身体障害者審査部会）に諮問し、 

答申を得ることとしている。 

 

(2)  自立支援医療（更生医療）費支給の要否判定 

（身体障害者福祉法第11条第２項、障害者総合支援法第74条第２項） 

   市町（神戸市を除く。本項４において以下同じ。）が行う身体障害者に対する自立支援医療（更 
生医療）費の支給について、市町の求めに応じ、その要否を判定する。（市町に対する技術的助言） 

 
(3)  補装具費の支給にかかる処方及び適合の判定 

（身体障害者福祉法第11条第２項、障害者総合支援法第76条第３項） 

   身体障害者及び難病患者等の自立した日常生活又は社会生活を支援するため、市町が行う補装具 
  費の支給について、市町の求めに応じ、当該補装具の処方並びに適合に関する医学的及び心理学的 

判定等を行う。（市町に対する技術的助言） 
 
(4)  巡回相談（身体障害者福祉法第11条第３項） 

上記(3)の補装具費の支給にかかる処方及び適合の判定について、本県の地理的条件を考慮し、 
申請者の利便を図るため、市町や健康福祉事務所等関係機関の協力を得ながら、巡回相談を実施す

る。（詳細は「身体障害者巡回相談実施要領」（Ｐ.９）のとおり。） 
昭和 45 年から県立総合リハビリテーションセンターと合同（事業委託）で実施し、相談事業内

容の充実強化に努めている。 
なお、平成 18年度から、聴覚障害（補聴器）に係る判定は、文書判定を基本としたことから、巡

回（移動）相談における判定は廃止した。 
 
〔標準的なメンバー編成〕 

所    属 担  当  職  員 

県立身体障害者更生相談所 整形外科医師、身体障害者福祉司、理学療法士、心理判定員 

県立総合リハビリテーション
センター中央病院 

整形外科医師、理学療法士 

市福祉事務所及び町 身体障害者福祉事務担当者 
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(5)  地域リハビリテーションの推進 

身体障害者が地域で安心して暮らすことができるよう、市町及び関係機関等の相互連携を図るこ 
とを通じて、地域での一貫した総合的なリハビリテーション活動を推進する。 
① 市町の身体障害者福祉事務担当職員を対象に研修会の開催 
② 補装具等適正化委員会の設置 
③ 身体障害者福祉法第15条に規定する指定医師の研修会の開催 
④ 兵庫県リハビリテーション協議会への参画・協働 

なお、①・②の概要は、「令和４年度地域リハビリテーション推進事業」（Ｐ．14）のとおり。 
 

(6)  市町・関係機関等への情報提供等 

    身体障害者の更生援護の利便のため、市町や関係機関等に各種情報（厚生労働省からの通知、 
障害者福祉サービス利用情報等）の提供や必要な援助を随時行う。 
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５　身体障害者手帳の審査・交付等状況

　(1) 身体障害者手帳所持者数

　　（人）

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

県 1,603 1,582 313 382 775 323 4,978
政・中 3,386 3,185 678 767 1,370 532 9,918

計 4,989 4,767 991 1,149 2,145 855 14,896
県 333 1,396 770 2,100 37 2,320 6,956

政・中 660 2,724 1,344 2,859 61 4,184 11,832
計 993 4,120 2,114 4,959 98 6,504 18,788
県 51 61 563 379 0 0 1,054

政・中 53 93 976 591 0 0 1,713
計 104 154 1,539 970 0 0 2,767
県 7,500 8,169 8,173 13,911 5,415 2,478 45,646

政・中 14,515 15,417 13,732 22,249 9,929 3,671 79,513
計 22,015 23,586 21,905 36,160 15,344 6,149 125,159
県 16,361 261 3,663 6,153 0 0 26,438

政・中 22,548 611 8,794 9,853 0 0 41,806
計 38,909 872 12,457 16,006 0 0 68,244
県 10,123 124 2,220 2,088 0 0 14,555

政・中 13,012 311 5,674 4,022 0 0 23,019
計 23,135 435 7,894 6,110 0 0 37,574
県 5,669 44 589 142 0 0 6,444

政・中 8,719 128 1,307 142 0 0 10,296
計 14,388 172 1,896 284 0 0 16,740
県 382 32 584 302 0 0 1,300

政・中 515 95 1,435 530 0 0 2,575
計 897 127 2,019 832 0 0 3,875
県 26 24 238 3,477 0 0 3,765

政・中 20 20 304 4,997 0 0 5,341
計 46 44 542 8,474 0 0 9,106
県 21 4 22 122 0 0 169

政・中 34 11 48 141 0 0 234
計 55 15 70 263 0 0 403
県 140 33 10 22 0 0 205

政・中 248 46 26 21 0 0 341
計 388 79 36 43 0 0 546

県 25,848 11,469 13,482 22,925 6,227 5,121 85,072

政・中 41,162 22,030 25,524 36,319 11,360 8,387 144,782

計 67,010 33,499 39,006 59,244 17,587 13,508 229,854

1,019

230,873

※　凡例 県 ：県（身体障害者更生相談所において審査・交付）の所管分

政･中 ：政令市（神戸市）及び中核市（姫路市、尼崎市、西宮市、明石市）の所管分

計 ：上記の計（全県分）

　　　（実人数ベース）

    -５-

令和4年3月31現在

区　分

免疫機能障害(全県分)

合計（免疫含む）

合　　計

障害種別
重　　度 中　　度 軽　　度

呼吸器

ぼうこう
直 　腸

小　腸

肝　臓

視　　覚

聴　　覚

※　一人に複数の障害がある場合は、障害の程度を合算し、最も重度な障害種別の欄に記載している。

内　  部

心　臓

じん臓

合　　計

言　　語
そしゃく

肢　　体









７  巡回相談 

(1)  令和４年度 身体障害者巡回相談実施要領      

 

１ 趣 旨 

  この要領は、身体障害者福祉法第 11 条第３項及び身体障害者更生相談所の設置及び運

営について（平成 15 年３月 25 日 障発第 0325001 号 厚生労働省社会・援護局障害保健

福祉部長通知）の規定に基づき実施する巡回相談について、必要な事項を定める。 

 

２ 実施主体（機関） 

  兵庫県立身体障害者更生相談所（以下、「身更相」という。） 

 

３ 協力機関  

兵庫県社会福祉事業団総合リハビリテーションセンター（以下、「総合リハ」という。）

及び市町（神戸市を除く。） 

 

４ 対象者 

  身体障害者手帳の交付を受けている者及び難病患者等  

 

５ 相談日及び会場 

  各年度で定める「身体障害者巡回相談日程表」のとおり 

 

６ 相談内容 

 (1) 補装具（義肢・装具、車椅子）の支給に関する判定・相談、適合判定、装用指導 

 (2) 補装具（電動車椅子、座位保持装置）に関する相談 

なお、支給に関する判定は行わない。 

 

７ 役割分担及び相談の進め方 

(1) 市町は、対象者から巡回相談参加の希望を受理し、適当と認めた場合は、巡回相談の

開催地の市町（以下、「開催地市町」という。）に巡回相談対象者名簿（以下、「名簿」

という。）を送付する。また、対象者等から相談判定に必要な項目を聴取し、その内容

を記した調査票を名簿と合わせて、身更相に送付する。 

(2) 開催地市町は、相談日の２週間前までに各市町の名簿を取りまとめ、管内対象者 

の調査票と合わせて、身更相に送付する。 

    なお、対象者数は、当日診察を行う医師１人あたり概ね 15 名以内とし、状況に応じ

て身更相と開催地市町で調整を行う。 

 (3) 身更相は、名簿、調査票及び過去の判定記録に基づき、必要に応じて市町と協議し、

相談者を決定し、市町に通知する。 

 (4) 身更相と市町は、対象者と関係者の健康状況を把握するとともに、必要な対応につい

て十分留意する。 
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(5) 相談当日の役割分担は次のとおりとする。 

  ①  会場設営：開催地市町 
  ②  受  付：開催地市町 

          受付時間は、原則、午前９時 30 分から 12時の間とし、市町を通じ 

て、あらかじめ対象者に受付時間を通知する。                   

  ③  面  接：身更相（身体障害者福祉司、看護師等) 

  ④  診  察：身更相・総合リハ（整形外科医師） 

（身更相・総合リハの理学療法士、看護師等が診察補助） 

  ⑤  採  型：補装具製作事業者 

 

８ その他 

 (1) 開催地市町は、相談会場の選定にあたっては、和室や上履きが必要な部屋等を避 
け、かつ対象者のプライバシー保護に十分配慮して、待合室、面接室、診察室、補 
装具採型室を準備する。なお、相談室に設置するブースの数と診察室の数は、対応 

する職員数に準じ、診察室は、車椅子の試乗ができる広さを確保する。 

 (2) 市町は、必要に応じて面接・診察に立ち会うことができる。 

 (3) 市町は、相談者が希望する補装具製作事業者と、相談当日の参加について連絡調整を

行う。 

   なお、補装具製作事業者が参加できない場合は、後日採型を行う。 

 (4) 市町は管内の対象者に巡回相談の周知を図るとともに、効率的な実施に向け、協力を

行う。 

 (5) 災害等発生時（地震、風水害、感染症拡大期等）、又はそのおそれがある時（気 

  象警報発令時等)は、身更相と関係する協力機関が協議し、実施の可否を決定する。 

 (6) この要領に定める事項以外については、その都度身更相と関係する協力機関が協 

議し、決定する。 
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（別表） 巡回（移動）相談の地域区分 

関係市

町 

 

地域区分 

    

市 

 

 

町  （健康福祉事務所） 

 

 備 考 

阪 神 南 

尼   崎 

西   宮 

芦   屋 

  

    阪 神 北 

伊   丹 

宝   塚 

川   西 

三   田 

 

 猪 名 川  （宝 塚） 

 

 

東 播 磨 

明   石 

加 古 川 

高   砂 

稲   美 

          （加古川） 

播   磨     

 

北 播 磨 

西   脇 

三   木 

小   野 

加   西 

加   東 

 

 

多   可  （加 東） 

 

中 播 磨 

 

姫   路 

神   河 

市   川  （中播磨） 

福   崎 

 

西 播 磨 

相   生 

た つ の 

赤   穂 

宍   粟 

太   子 

上    郡  （龍 野） 

佐   用 

 

但    馬 

豊   岡 

養   父 

朝   来 

香   美 

          （新温泉） 
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実施月日 実 施 場 所
実人員
（人）

実施月日 実 施 場 所
実人員
（人）

6月19日 尼崎市立身体障害者福祉ｾﾝﾀｰ 17 6月18日 尼崎市立身体障害者福祉ｾﾝﾀｰ 26

9月18日 尼崎市立身体障害者福祉ｾﾝﾀｰ 16 9月17日 尼崎市中央北生涯学習プラザ 28

12月18日 尼崎市立身体障害者福祉ｾﾝﾀｰ 24 12月17日 尼崎市中央北生涯学習プラザ 28

3月19日 尼崎市立身体障害者福祉ｾﾝﾀｰ 19 3月18日 尼崎市中央北生涯学習プラザ 27

2月24日 西宮市役所東館 10 4月23日 西宮市総合福祉ｾﾝﾀｰ 18

7月19日 西宮市総合福祉ｾﾝﾀｰ 23 7月9日 西宮市総合福祉ｾﾝﾀｰ 28

1月2日 西宮市総合福祉ｾﾝﾀｰ 13 10月1日 西宮市総合福祉ｾﾝﾀｰ 22

2月5日 西宮市総合福祉ｾﾝﾀｰ 21 2月4日 西宮市総合福祉ｾﾝﾀｰ 22

5月8日 宝塚市総合福祉ｾﾝﾀｰ 10 5月14日 宝塚市総合福祉ｾﾝﾀｰ 18

8月7日 伊丹市立障害者福祉ｾﾝﾀｰ 14 8月6日 伊丹市立障害者福祉ｾﾝﾀｰ 15

8月21日 三田市総合福祉保健ｾﾝﾀｰ 9 8月20日 三田市総合福祉保健ｾﾝﾀｰ 2

11月1日 宝塚総合福祉センター 23 11月5日 芦屋市立体育館・青少年ｾﾝﾀｰ 15

1月8日 川西市役所 13 1月7日 川西市役所 14

6月5日 姫路市役所 15 6月4日 姫路市役所 17

10月23日 姫路市役所 25 10月22日 姫路市役所 29

2月19日 姫路市役所 27 2月18日 姫路市総合福祉会館 22

7月31日 赤穂総合福祉会館 5 7月30日 相生市立総合福祉会館 10

9月13日 宍粟防災センター 5 9月10日 南光文化センター 6

12月4日 たつの市福祉会館 10 12月3日 たつの市はつらつセンター 10

5月29日 豊岡市福祉事務所 15 5月25日 豊岡市役所立野庁舎 11

8月28日 養父公民館 8 8月27日 養父公民館 8

12月21日 新温泉町民センター 11 11月12日 香美町役場 3

3月5日 和田山生涯学習センター 11 3月4日 和田山生涯学習センター 4

6月12日 丹波市 氷上住民ｾﾝﾀｰ 5 6月11日 丹波市 氷上住民ｾﾝﾀｰ 5

10月16日 丹波篠山市民ｾﾝﾀｰ 5 10月15日 丹波篠山市民ｾﾝﾀｰ 3

7月3日 南あわじ市保健センター 6 7月2日 洲本市健康福祉館 9

1月22日 東浦すこやかセンター 9 3月11日 東浦すこやかセンター 5

計 369 405
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（参考）令和２年度・令和３年度　身体障害者巡回相談実施状況

令和２年度 令和３年度

阪 神

（２７回）（２７回）

西播磨

中播磨

地 域

但馬

丹 波

淡 路

コロナウィルス感染対策のための特例文書判定含む



  

８ 令和３年度 地域リハビリテーション推進事業 

 

区 
分 

① 身体障害者福祉行政関係職員研修会 ② 補装具適性化委員会 

目 
 
的 

 身体障害者の更生援護を実施する上で 
必要なリハビリテーションに関する基本 
知識、技術等について、具体的、実際的 
な講習を行い、身体障害者福祉事務担当 
者の資質の向上を図る。 
 

 身体障害者の更生援護に係わる機関が相 

互の有機的連携の下に、各制度間の調整及 

び補装具製作委託業者との協議を通じて補 

装具給付の適性化を図り、身体障害者等に 

対する一貫したリハビリテーション活動の 

推進を図る。 

 

内 
 
容 

・補装具、日常生活用具及び更生医療に 
関する基本（医学的）講座の開催 

・厚生労働省通知、日常業務の円滑な遂 
行に向けた情報（共有）提供及び事務 
連絡 

・福祉施設等の実地見学 
・リハビリテーション医学、理学療法、 
作業療法、言語療法に関する医学講座 

・身体障害者福祉、リハビリテーション 
に関する情報提供 

                等々 
（年２回開催） 
 

・補装具等に関する法的・制度上の疑義、 
問題点の検討・協議 

・補装具納品の適正化に向けた協議、調整 
及び厚生労働省通知等の事務連絡 

・判定関係スタッフへの定期研修 
・補装具等（義肢装具・車椅子）の処方体 
制と処方箋の準備確立 

・補装具開発製作技術セミナーの開催 
・補装具使用に関する調査研究 
・福祉用具に関する情報交換    

等々 
（適宜開催） 

参 
加 
者 

・県、市福祉事務所、町 
・県健康福祉部障害福祉担当課 
・県立総合リハビリテーションセンター 
（福祉のまちづくり研究所） 

・県立身体障害者更生相談所 
・その他 
 

・県・市町 
・補装具製作施設及び補装具製作業者 
・県立総合リハビリテーションセンター 
（福祉のまちづくり研究所） 

・県立身体障害者更生相談所 
・その他 
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